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最高裁判所 第３小法廷　御中

平成１９年（行ツ）第２１１号

平成１９年（行ヒ）第２２４号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明治乳業争議支援共闘会議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務局長　　永瀬　　登

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明治乳業賃金昇格差別撤廃争議団

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　長　　　小関　　守

要　請　書
本件、控訴審判決（東京高裁民事5部。以下、原審判決という）は、事業所採用者コース内における上告人らと他の集団との比較を行い、「号給の点においては、無視することができない差異が存在しているものと認められる」（判決53頁）と認定します。その原因についても、「それまでの各年度ごと行われた人事考課成績において、おしなべて低位な成績を受け、昇号給しない年度が生じたり、昇格についての成績基準が充足しないで昇格が遷延したためであるとみるべきである。しかし、上記集団的な考察から明らかになったのは、申立人らが、集団的に低位な成績を受けた時期は、昭和40年代、特に顕著なのは、昭和49年までであるとみられるのである」（判決57頁）と判断しています。

上告人らは、格差（差別）の存在を認定し、その原因をも判示しながら、「除斥期間を設けた趣旨に反する」等として救済措置を講じなかった原審判決は、この種事件の判例に反すると同時に、審理・救済の到達水準をも後退させるものであり、絶対に承服できません。

本日は、前回の要請で述べた本件の不当労働行為・差別事件としての歴史的経過（イ～ヘ項）を踏まえ、昭和40年代から一貫している不当労働行為意思の事実について、直接証拠（マル秘資料）を中心に述べ、最高裁判所が速やかに上告受理をなし、弁論を開始して、原審判決の審理不尽（理由不備）等の誤りを、厳しく見直し、正されることを強く求めます。　　

尚、本件には、直接証拠（マル秘密資料）として、高島ノート（甲A9号証）、笠原ファイル（甲B1号証）、田丸メモ（甲B25号証）、大阪工場「秘密会議録」（甲5～7号証）、村田ノート（甲B11号証）等があり、明治乳業の一貫した不当労働行為・差別意思を裏付ける証拠として立証されています。今後の要請行動の中で、その内容を述べさせていただきます。

記

1、 本件は、不当労働行為意思の直接証拠（マル秘資料）が多数ある典型的な事件です。

本件の大きな特徴は、昭和40年代からの不当労働行為意思を示す、赤裸々な直接証拠（マル秘資料）が豊富に立証されている事です。判例でも明白なように、事件の全体像を鮮明にする為には、格差（差別）の原因となる労使関係などの審理・判断を、必要年数遡及して行うことが要件です。原審判決も、「申立人らがこのような低位な成績を受けた理由については、当審においても展開された控訴人ら、参加人の各主張やこれまで提出された膨大な証拠からも明らかなように、双方が激しく争ってきた」（判決57頁）と認定します。そして、数多く立証された不当労働行為意思に関わる直接証拠の中から、甲B1号証（笠原ファイル）の「勤務評定に差をつけろ」「勤務評定で差がつくように指導する」等の、人事考課評定権者（主任・係長）らの議論を認定し、「控訴人らの上記主張が妥当するとみる余地はある」とまで判示したのです。ところが、原審判決は、「その是正を図ることが労働委員会の裁量によって行えるものであっても、救済対象の始点となる時から10年以上も遡る各年度の職分・号給の格付行為から生じた格差は、救済対象となる行為との時間的な隔たりがあまりにも大きいといわざるを得ず、・・・」（判決58頁）等として、「・・・余地はある」と自ら判示した不当労働行為意思について、必要年数遡及して行うべき審理・判断を放棄したのです。

2、 甲B1号証（笠原ファイル）は人事考課評定権者らの差別の実行計画書です。

今回の要請では、原審判決も一部認定した甲B1号書証（職制連絡会議＝笠原ファイル）を中心に、明治乳業の赤裸々な不当労働行為・差別意思について述べます。

ファイルは、昭和45年～47年にかけて行われていた「職制連絡会議」（人事考課評定権者の主任・係長）の記録（87頁）を綴じたもので、表紙に「自宅保管」の捺印があります。　

・第一は、 労組役員選挙対策や転向工作など労組右傾化の介入策の検討です。

労働者を赤組（×印）、白組（○印）、雑草組（△印）に分類（添付の資料参照）し、人事考課の評定や仕事差別等の脅しで、職制らが転向工作を含めた票読みを行ったのです。　　

その典型例が、上司が職位を利用して投票する記載者名や記載順序を労働者に指示し、強要する「アンチョコ」（添付の資料参照）を渡す攻撃です。

・第二は、 労組支部大会への支配と干渉の具体化です。

大会の議長団や、動員体制、発言の段取りまで秘密職制会議で検討し介入したのです。

・第三は、上告人ら組合活動家に対する差別・「赤退治」の実行計画とその実践です。

前回の添付資料でも、「勤務評定に差をつけろ・仕事の内容で差別しろ」などが明らかですが、人事考課評定権者の職制らが集まり、「赤への打撃は金と暇を与えるべきでない」「べト（上告人ら）には金を与えない方向」など等、赤裸々な議論と実践が続くのです。

・第四は、職制連絡会議が、会社業務の一環として密かに行われていた事を裏付ける内容として、会社の施設や従業員コード番号付きの名簿を使用し、さらに、「時間短縮」問題や、職場異動など業務・人事に関する検討も行われていることです。 

　

3、この赤裸々な差別意思を審理・判断しない原審判決は絶対に容認されません。

原審判決は、上告人らが提出した昭和42年以降の人事考課一覧表について、会社の反論を退け、「少なくても大量的な観察に耐えるだけの信頼性はあるものとみることができる」と認定し、格差（差別）の背景として、昭和40年代の低位な人事考課成績の実態（判決、別表8:甲B34）を認定したのです。従って、救済年度に存在する格差の原因を、必要年数遡及して審理・判断する立場を貫くならば、すでに、下級審の審理を通して明確になっている、上記、甲B1号証（笠原ファイル）を始めとする多くの直接証拠（マル秘資料）によって、不当労働行為意思は争う余地なく鮮明になるのであり、原審判決が、「（不当労働行為意思に基づく不利益取り扱いに当たるのか、申立人らの勤務ぶりや勤怠不良によるものか）改めて判断する必要があり、・・・」（判決58頁）等とするまでもなく、大量観察方式による集団間格差の認定に基づく是正措置は、個別立証に踏み込むまでもなく可能だったのです。

最高裁判所におきましては、速やかに受理決定をなし、原審判決が集団間の有意な格差を認定しながら、不当労働行為事件としての救済措置に至らなかった、審理不尽（理由不備）を厳しく見直され、司法の最高峰として公正な判断を示されることを強く要請いたします。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上。
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